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食品健康影響評価のためのリスクプロファイル：非加熱喫食調理済み食品（Ready-to-eat

食品）・魚介類中のリステリア・モノサイトゲネス 
 

 

 

1. 対象の微生物・食品の組み合わせについて 

（1） 微生物 

Listeria monocytogenes 
リステリア属はグラム陽性、無芽胞、カタラ−ゼ陽性、運動性の小桿菌で、8菌種よ

り成る。このうち、L. monocytogenes、 L .ivanovii、 L. seeligeriの3菌種は溶血性

で、病原性があると考えられる。他の5種( L. innocua、 L. grayi、 L. murrayi、 
L.welshimeri、 L. denitrificans) は非溶血性で、通常、環境や健康保菌動物から

分離される。最も重要な菌種はL. monocytogenesである。 

 

（2） この微生物に起因する健康被害に関与する食品についての概略  等 

本菌食中毒の原因食品は多彩で、特に乳製品および食肉加工品、調理済みで低

温保存する食品が原因となる。食品の低温流通が進み、食品を長期間保存する

ことが可能になったことが、食品媒介感染症として注目されるようになった要因の

一つである。国内ではチーズが原因である集団感染事例が1例のみ報告されて

いる（1）が、海外では、牛乳、チーズ、野菜、食肉製品などの食品を原因とした集

団発生事例がある。 

 

 

2. 公衆衛生上の問題点について 

（1） 対象微生物の公衆衛生上に大きな影響を及ぼしうる重要な特性 

○ リステリアの生態： 

病原菌であるL. monocytogenesを含むリステリア属は自然界に広く分布し

ており、土壌、植物、表面水、牧草、汚水、屠畜場の環境などから分離される。

さらにヒトを含む50種以上の動物から分離される。特にリステリアに感染を受

けた家畜や家禽類の糞便や乳からの分離は多くなり、結果的に排泄物によ

る土壌や野菜を汚染する。リステリアの保有する運動能、低温増殖能、そし

て食塩耐性能などの性状がこのような自然界における広範な分布を可能に

している。 

 

○ 病原性： 

リステリアの宿主域は広く、ヒトを含む多くの動物に病原性を示す。発熱・

筋肉痛、ときには吐き気や下痢といった胃腸炎症状を引き起こすこともある

が、さらに、神経系統まで感染が広がると、頭痛、昏迷、ふらつき、痙攣等

の神経症状が起こることがある。稀に、髄膜炎・敗血症を起こすことがある。

リステリアに感染した妊娠女性は、軽いインフルエンザのような症状を示す

こともあるが、胎児は大きな影響を受け、胎児の感染から早産、新生児の

髄膜炎・敗血症あるいは胎児の死亡・死産を引き起こすことがある。また、

リステリアに汚染された食物を食べて12時間後ぐらいにインフルエンザのよ
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うな症状が出る場合もあるが、さらに1-6週間かかり重症化することもある。

症状が出るまでの時間の長さは、患者の健康状態やリステリアの菌株の種

類、菌の量に左右される。 

 

○ 血清型： 

O 抗原と H 抗原により 17 の血清型に分類されているが、人の臨床例の

大半が1/2a、1/2bおよび 4b である。しかし血清型との直接の関係は証明さ

れていない。 

 

○ 増殖及び抑制条件： 

微好気性の通性嫌気生菌で、37℃が至適温度である。しかし、増殖温度

域は-1.5～45℃と広く、冷蔵庫内で増殖する。至適pＨは７．０であるが、4.4

～9.4で増殖する。生育最低水分活性は0.92で、食塩濃度として11.5％に相

当する（2,3,4,5,6）。 

 

○ 温度抵抗性： 

70℃以上の温度で急激に死滅する。D-値は50℃において数時間、60℃で

は5～10分、70℃では10秒程度である。 

 

○ 薬剤抵抗性： 

多くの抗生物質に感受性が高く、薬剤耐性菌が問題になった報告はな

い。 

 

○ 発症菌数   等 

リステリアの発症菌数は不明であり、宿主の健康状態により個人差がある。

我国の集団事例では原因食品の汚染菌量は100グラム当たり9.3 x 108MPN

と推計されている（1）。 

 

（2） 引き起こされる疾病の特徴 

○ 感受性人口（疾病に罹患する可能性のある集団・可能性の程度等につい

て）： 

全ての日本人は感受性があると思われるが、健康人では一般的には日

和見感染症として考えられている。リステリア症に罹りやすいのは、妊婦、胎

児・新生児、幼児、高齢者、肝硬変患者、免疫機能の低下しているヒト、ガ

ン・糖尿病・腎臓病患者、エイズ患者、ステロイド治療患者などで、重症化す

ることがある（7, 8, 9）。 

妊娠中の感染は、妊娠している女性よりも胎児に深刻な影響を与える。胎

児の段階で感染し、リステリア症の新生児として出産されることもある。 

罹患する可能性の程度の詳細は不明。 

 

○ 臨床症状、重症度及び致死率： 

リステリアは腸管組織内に侵入後、一部は血中へ移行し、宿主の細胞内

で寄生し増殖する。潜伏期は1～90日で平均30日程度と考えられているが、
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健康状態や毒力、菌数に左右される。 

症状は、感染初期に発熱・筋肉痛などのインフルエンザ様症状（Flu-like 

symptom）が見られ、上記リスクグループでは、重症化すると髄膜炎や敗血

症になり、約30％程度の患者は意識障害、痙攣などの神経症状に移行する。

リステリアに感染した妊娠女性は、軽いインフルエンザのような症状を示し、

胎児の感染から早産、新生児の髄膜炎・敗血症あるいは流死産を起こすこ

とがある。 

重症化すると致死率は高くなり、アメリカでは毎年2500人が重症のリステ

リア症となり、約500人程度が死亡していると推定されている（7, 8, 9）。 

食品媒介リステリアは主にインフルエンザ様症状を起こすが、時として食

中毒特有の腹痛、下痢といった急性胃腸炎症状を呈することがある。潜伏期

は食後11時間から7日、通常18時間程度である。 

 

・ 日本で起こった集団感染事例と考えられるケース（1） 

重症例は無く、胃腸炎症状とインフルエンザ様症状が中心であった。症

状と潜伏期の概要は下図に示す。約半数の患者がインフルエンザ様症状

単独で、残り半数は胃腸炎症状とインフルエンザ様症状を併発していた。 

 

         
0 10 20 30 40 50 60 700 10 20 30 40 50 60 700 10 20 30 40 50 60 70

Sore throat
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Fatigue
Chills

Vomiting
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Diarrhea
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(hrs)

 
 

○ 代謝、体内動態、毒性、作用機序： 

原因菌であるL. monocytogenesは、細胞内寄生菌で、マクロファージ内で

生存するメカニズムをもつ。最も主要な病原因子としてlisteriolysin Oが知ら

れている。 

 

○ 確立された治療方法の有無： 

化学療法が主であり、複数の抗生物質投与。リステリアを確認すると、

ABPCが第一選択薬でアミカシン(AMK)、GM、ピペラシリン(PIPC)、TOB、お

よびミノサイクリン(MINO)等を併用する。 

 

○ 人からの病原体検出情報  等： 

国内では病院を対象として行われたアンケート調査から、重症化したリス

テリア症患者は1996年から2002年までに95名が特定され、単年度あたり平
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均83例が重症化したリステリア症を発症していると推計された。100万人あた

りの発生頻度は0.65である（10）。 

食品摂取によると思われる事例は、2001年北海道でナチュラルチーズを

原因食とする集団事例一例のみである（1）。 

 

（3） 食中毒の特徴 

○ 食中毒発生状況（発生動向、年齢差、性別、地域性、広域性、規模、季節 

等）： 

我国では食中毒事例としては報告されていないが、米国では2003年には

139事例があり、22人の死亡が報告されている。性別、地域性、広域性、規

模、季節には特徴はないが、年齢は老人や乳幼児に起こりやすい（11、12）。 

国内で確認された重症化したリステリア症は全て散発事例で、多発する患

者年齢は、１歳以下と60歳以上であった（下図参照）（13,14）。発生は全国的に

見られ、地域特性はみられない。確認されたリステリア症の致命率は21％で

あった（11、12）。 

国内のリステリア症ではその感染経路は明らかになっておらず、海外の事

例から考えると食品媒介である可能性が非常に高い。しかし、潜伏期が長い

こと、経口摂取したヒトが全て発症するわけではないことから考えて相当数を

検知できないと考えるのが妥当である。 

 
○ 食中毒の原因及び疫学： 

Listeria monocytogenesによる食中毒について、我国で明らかになった集

団事例は一件のみである（1）。 

 

○ 原因食物、原因施設 

我国の事例では、原因食物はナチュラルチーズであり、原因施設はチー

ズ製造工場であった（1）。 

 

○ 集団食中毒の発生頻度と特性 
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これまでに特定された我国の報告は一例のみである（1）。 

 

○ 散発例の特性  等 

重症化したリステリア症としては、年間83例が推定されているが、その感

染経路の特定は困難で、散発事例については、その感染経路が把握されて

いない（10）。 

 

 

3. 食品の生産、製造、流通、消費における要因 

（1） 生産場農場 

○ リスクマネジメントに関与し、影響を与えうる生産段階での要因： 

・ 生産・処理方法 

家畜の健康管理及び疾病の早期診断ならびに罹患家畜の排除、搾乳

後の生乳の衛生的取り扱い、正常堆肥の作製・管理と耕作地への施肥 

 

・ 生産場での汚染実態 

家畜の保菌（腸内容）については豚(1.0%)、牛(2.1%)、生乳については

5.0%、野菜では0.3%、生鮮魚介類では生の魚介類一般（1.6％）、水産加工

品一般（3.9％）、冷凍品（0％）、赤貝（10％）、ハマグリ（0％）、カキ（0％）、

エビ（1.4％）、マグロ（8.1％）、ロブスター（2.6％）、ハマチ（0％）、帆立

（4.8％）である。魚介類の汚染については、加工や販売時における交叉汚

染であると考えられている（15、16、17）。これらのほかに農場ではサイレージの

汚染が指摘されている。 

 

・ 汚染の季節変動 

四季を通して汚染の可能性はあるが、汚染の季節変動を詳細に調査し

た国内のデータは乏しい。品質が劣化したサイレージ及び粗剛な飼料の

摂取により、特に冬期から早春にかけて家畜が発症する傾向にある。 

 

・ 汚染機序 

リステリア属菌は自然環境中に広く分布する。リステリア症を発症した家

畜の排泄物は土壌、農業用水、サイレージなどの農場環境を汚染し、環境

を通じて人の食品原材料となる野菜あるいは動物性食品（乳、食肉）を汚

染する。搾乳後の生乳へのリステリア属菌による汚染、汚染堆肥の耕作

地への施肥による野菜の汚染などが報告されている。リステリア属菌によ

る食品汚染は農場のほかに、食品工場の環境からの汚染も指摘されてい

る。 

 

・ ワクチン・薬剤の影響等 

ワクチンは開発されていない。家畜に対する治療は行われていない。 
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（2） 食肉処理場 

○ リスクマネジメントに関与し、影響を与えうる処理段階での要因： 

・ 解体法 

剥皮時における皮毛と枝肉との接触、内臓摘出における腸管の損傷 

 

・ 交差汚染等 

刀の衛生管理、床からの跳ね返り、作業導線の逆進行、スキンナーの

衛生管理、施設設備の洗浄・消毒・衛生管理 

 

（3） 工場等における工程 

○ リスクマネジメントに関与し、影響を与えうる加工工程での要因等： 

食品については、加熱処理条件、工程における暴露条件（温度と時間）、

塩水・使用水、原材料及び最終製品など、製造環境については、工場の床・

壁・天井、廃水、ベルトコンベア、スライサー、フォークリフト、コンテナの汚染、

清潔作業区域と汚染作業区域との間の明確な仕切りの有無、作業導線の

逆進行による交差汚染などが要因と考えられる。 

 

（4） 流通・販売 

○ リスクマネジメントに関与し、影響を与えうる流通での要因  等： 

非衛生的な食品の取り扱い、温度管理、消費または賞味期限 

 

（5） 消費 

○ リスクマネジメントに関与し、影響を与えうる消費での要因： 

・ 消費者の認識等 

わが国においては、リステリア症に対する認識及びこれが食品媒介感

食品，環境中におけるリステリア属菌の分布と拡散 

動物の排泄物 

（糞便，尿，体液）

動物 

保菌／感染

汚物 
ヒト 

感染／保菌

汚泥 

塵埃 

乳，食肉， 

魚介類，生野菜 

食品媒介感染症 

環境（土壌，廃水，器具・器材） 

原材料，飼料（動物性食品，野菜，サイレージ）
塵埃 
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染症であるとの消費者の認識は低い。米国FDAでは生乳、乳製品（一部

のナチュラルチーズ）、食肉製品、スモークサーモン、ミートパテの摂食に

対するリステリア症への注意喚起が出されているが、わが国においてはリ

ステリア症が食品媒介感染症であるとの認識に立脚した消費者への充分

な啓蒙活動はなされていない。 

・ わが国におけるReady-to-eat食品のリステリア菌による汚染状況 

わが国における Ready-to-eat 食品のリステリア菌による汚染状況を表

１に示す．Okutani ら 10)は，わが国における Ready-to-eat 食品のリステリ

ア菌による汚染を以下のとおり考察している．畜産食品については，卵お

よび卵製品の本菌による汚染率は低いが，食肉製品については原料肉

の汚染率が高いことから，製造工程で完全に除去することが困難な場合

が多く，最終製品に本菌が生残する可能性があると指摘している．乳およ

び乳製品については，殺菌乳を用いているのでリステリア菌による飲用

乳および乳製品製造に用いる原料乳の汚染の可能性は低いが，製造工

程において衛生管理を徹底しないと交叉汚染により中間製品が汚染を受

ける可能性があると指摘している．水産物については，生鮮魚介類およ

び水産加工食品における本菌の汚染率は 10%以下で，水産加工品の本

菌による汚染率は低いと考察している． 

最 近 実 施 さ れ た 厚 生 労 働 科 学 研 究 (13 ） の 報 告 に よ る と （ 表 2 ） ，

Ready-to-eatの食肉製品における本菌の検出率は4.1%で，このうち非加

熱食肉製品の汚染率は22.2%と高いが，生食用食肉製品およびその他の

食肉製品からは検出されなかった．このことから非加熱食肉製品以外の

食肉製品については，本菌に対する衛生管理がなされていると考察され

た ． 本 菌 が 検 出 さ れ た 非 加 熱 食 肉 製 品 に お け る 汚 染 菌 量 は ， 90 

MPN/100g（1検体），40 MPN/100g（1検体），30 MPN/100g以下（7検体）で，

汚染菌量は著しく低いと考えられた．魚介類加工品における本菌の汚染

率は3.3%で，このうち乾製品では4.2%，珍味・そうざい類では2.3%の割合で

検出されたが，魚練製品からは検出されなかった．本菌が検出された魚介

類加工品における汚染菌量は，珍味・そうざい類の1検体（海藻帆立）で90 

MPN/100gであったが，他の製品はいずれも30 MPN/100g以下であった．

乾製品の水分活性は通常0.58～0.90の範囲であり，また，珍味・そうざい

類においてはすべてが冷蔵保存品でかつ品質保持期限が厳密に規定さ

れているので，当該食品における本菌の顕著な増殖の可能性は低いと考

えられた．また，漬物における汚染率は1.0%で，本菌はぬか漬けキュウリ

から検出された．汚染菌量は40 MPN/100gと低かったが，当該食品はわ

が国において消費頻度と消費量が比較的高い食品であるので，今後監視

体制を継続する必要のある食品の一つであると考えられた． 
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表 1．Ready-to-eat 食品のリステリア菌汚染実態 

Type of foods 
Numbers of samples 

contaminated with LM(%) 

Processed meat 

Ham salad 

Meat products 

Roast beef 

Ham 

Ham 

Raw pork ham 

Milk and dairy foods 

Natural cheese(domestic) 

Natural cheese(imported) 

Processed seafoods 

Raw oyster 

Smoked salmon 

Cakes 

Noodle 

Lunch box 

Processed vegetables 

0/64(0) 

1/8(13) 

10/148(6.8) 

0/7(0) 

0/5(0) 

0/10(0) 

0/3(0) 

0/53(0) 

0/1,075(0) 

33/1,387(2.4) 

21/526(4.0) 

0/46(0) 

5/92(5.4) 

0/154(0) 

0/47(0) 

1/141(0.7) 

1/386(0.3) 

LM:Listeria monocytogenes 

 

 

 

表 2．食肉製品，水産加工品，漬物のリステリア菌汚染実態 

食品の種類 陽性数／検体数(%) 汚染菌量

(MPN/100g) 

分離株の血清型

＜食肉製品＞  

 生食用 

 乾燥 

 非加熱 

 特定加熱 

 加熱後包装 

 食肉調理品 

9/240(3.8) 

0/22(0) 

0/16(0) 

9/41(22) 

0/16(0) 

0/125(0) 

0/20(0) 

<30(7),40(1),90(1) 1/2a,1/2b,1/2c,4b

＜水産加工品＞ 

 乾製品 

 珍味・そうざい類 

 魚練製品 

4/121(3.3) 

3/74(4.2) 

1/43(2.3) 

0/7(0) 

 

<30 

90 

 

1/2a,1/2b.UT 

1/2a,1/2b 

＜漬け物＞ 

 ぬか漬けキュウリ 

1/103(1.0) 

 

 

40 

 

1/2a 
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4. 対象微生物・食品に関する国際機関及び各国におけるリスク評価の取り組み状況 

（1） 既存のリスク評価等 

海外ではFAO/WHOやFDAのリスク評価が実施されている。わが国では、厚労科

研費でリステリアのリスク評価の基礎データの収集に関する研究が行われており、

リステリア症の年間発生数の推計、各種由来の異なるリステリアの病原性の比較

や遺伝学的差異、国内初の集団感染を考えられる事例の詳細な解析、魚介類の

危害分析などが実施された。(13、14) 

 

 

5. その他 

（1） リスク評価を行う内容として想定される事項 

○ 非加熱喫食調理済み食品（Ready-to-eat 食品）・魚介類を介したリステリア

感染症の被害実態の推定 

・ 種々の食品における本菌の分布と汚染菌量に基づく暴露評価 

 

○ 以下の対策の効果の推定 

・ 生産場での汚染率低減 

・ 加工場での汚染拡大防止策 

・ 冷蔵あるいは冷凍流通 

・ 出荷時あるいは流通段階における微生物規格設定 

・ 飲食店や消費者への啓発 

 

（2） 対象微生物に対する規制 

乳・乳製品に対しては、衛乳第169号（乳及び乳製品のリステリアの汚染防止等

について、厚生省生活衛生局乳肉衛生課長、平成5年8月2日付け）により食品衛

生法第4条第3号に違反する食品として扱う（製品の回収、施設設備の改善及び器

具・器材等の清掃・消毒）。Ready-To-Eatの食品にL. monocytogenesの規格基準

を100 cfu/g以下に設定している国もあれば、ゼロリスクを基本としている国もあり、

統一された国際的なスタンダードはまだ確立されていない。 

○ＥＵ（18） 

 ・乳児用調理不要食品および特別な医療用調理不要食品：n=10,c=0,m=陰性（/25g） 

 ・乳児用及び特別な医療用以外の調理不要食品のうち、L.monocytogenesが増殖し

やすいもの 

品質保持期間内の販売陳列食品：n=5,c=0,m=100（cfu/g） 

食品業界の製造担当者による直接管理を離れる前の食品：n=5,c=0,m=陰性

（/25g） 

 ・乳児用及び特別な医療用以外の調理不要食品のうち、L.monocytogenesが増殖し

にくいもの：n=5,c=0,m=100（cfu/g） 

 

○オーストラリア、ニュージーランド（18） 

 ・バター（未低温殺菌の牛乳または乳製品由来）：n=5,c=0,m=0（/25g） 

 ・ソフトおよびセミソフトチーズ（水分＞39%、PH>5.0）：n=5,c=0,m=0（/25g） 

 ・全ての生乳チーズ（未低温殺菌牛乳由来）：n=5,c=0,m=0（/25g） 
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 ・未低温殺菌牛乳：n=5,c=0,m=0（/25ml） 

 ・包装調理済み乾燥/塩漬け食肉：n=5,c=0,m=0（/25g） 

 ・包装加熱殺菌した肉ペーストおよび包装加熱処理したパテ：n=5,c=0,m=0（/25g） 

 ・まるごとレトルトされた魚を除く、即席用に加工された魚：n=5,c=1,m=0,M=100（/g） 

 ・浄化以外の過程を経て作られた二枚貝類：n=5,c=0,m=0（/25g） 

 

（3） 不足しているデータ等 

人における食中毒事例数及び浸潤性リステリア症が食品媒介感染症であること

の証明と疫学データ 

 

（4） 特記事項 

海外における、血清型1/2bによる集団事例は、Rice saladによる1993年イタリア

（患者18名）、Chocolate milkによる1994年アメリカ（患者45名）、カニかまぼこによる

1996年カナダ（患者2名）、ハムとコンビーフによる2000年ニュージーランド（患者31

名）の４例が報告されており、いずれも死者が報告されていない(19,20,21）。しかし、リス

テリア全血清型の集団事例の致死率は、20～25％といわれている。従って、我国

における北海道の事例は血清型が４ｂでなかった点が不幸中の幸いの血清型であ

ったと言える(22）。 
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表３ 食品媒介リステリア症の主な集団発生例    

       

発生年 発生国（地方） 患者数 死者数 血清型 原因食品 報告者（年） 

1981 カナダ（Nova Scotia） 41 18 4b 
コールスロー（キャ

ベツサラダ） 
Schlech et al.(1983) 

1983 アメリカ（Massachusetts） 49 14 4b 殺菌乳 Fleming et al.(1985) 

1985 アメリカ（California） 142 48 4b ソフトタイプチーズ Linnan et al.(1988) 

1983-87 スイス（Vaud） 122 34 4b ソフトタイプチーズ Bille(1990) 

1986-87 アメリカ（Philadelphia） 36 16 4b 他 
アイスクリーム、サ

ラミソーセージ 
Schwartz et al.(1989) 

1987-89 イギリス >300   4b,4bx ミートパテ McLauchlin et al.(1991) 

1989 アメリカ（New York） 10   4b シュリンプ（エビ） Riedo et al.(1994) 

1989-90 デンマーク 26 6 4b 
青カビタイプなどの

チーズ 
Jensen et al.(1994) 

1990 オーストラリア 11    食肉製品 Kittson(1992) 

1992 フランス 279 85 4b タンのゼリー寄せ Jacquet et al.(1995) 

1993 フランス 33 9 4b 
リーエット（豚肉調

理品） 
Jacquet et al.(1995) 

1993 イタリア 18 0 1/2b ライスサラダ Salamina et al.(1996) 

1994 アメリカ（Ilinois） 54 0 1/2b チョコレートミルク Dalton et al.(1997) 

1995 フランス 33 2 4b ソフトタイプチーズ Jacquet et al.(1995) 

1997 イタリア 1,594 0 4 コーンサラダ Aureli et al.(1998) 

1998-99 アメリカ（Ohio など 11 州） >50 6 4b 
ホットドッグなどの

食肉製品 
CDC(1999) 
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食品健康影響評価のためのリスクプロファイル：生鮮魚介類中の腸炎ビブリオ 

 

 
 

1. 対象の微生物・食品の組み合わせについて 

（1） 微生物 
Vibrio parahaemolyticus 

（2） この微生物に起因する健康被害に関与する食品についての概略 

原因食品が判明したもの又は推定されたものは、そのほとんどが生鮮魚介類に関連して

いる。平成 15～17 年の原因食品が推定された事例では、岩かき、うに、刺身、寿司を原因と

するケースが多いが、ゆでがに、ゆでえび、魚介類を材料とした煮物、焼き物も原因となって

いる1。また、魚介類を含まない調理品が原因となった例もみられる2。発生要因としては、原

材料や器具、手指等からの二次汚染、原材料自体の汚染、長時間の室温放置や放冷不良等

の不適切な温度管理、加熱不良等があり、複数の要因が重なっている場合が多い 2。 

 

 

2. 公衆衛生上の問題点について 

（1） 対象微生物の公衆衛生上に大きな影響を及ぼしうる重要な特性 

○ 一般性状 

Vibrio parahaemolyticusは大きさ0.4～0.6μm×1～3μmで、グラム陰性の短桿菌で

ある。ブイヨン培養菌は一端に鞘におおわれた 1 本の鞭毛をもち、活発に運動するが、

固形培地上での幼い培養菌では周毛がみられることがある。本菌は、好塩性で、増殖

速度が極めて速い(至適条件下での世代時間は 10 分以下)という点で、他の食中毒菌

と異なる。 

1～8％食塩加培地で増殖し、増殖至適食塩濃度は 2～3％である。また、増殖 pH 域

5.5～9.6、（至適 pH 域 7.6～8.0）、増殖温度域 10～42℃（至適温度域 35～37℃）であり、

食塩が存在しなければ速やかに死滅する3。 

 

○ 病原性 

病原因子として、耐熱性溶血毒（TDH；Thermostable direct hemolysin）及びその類似

溶血毒（TRH；TDH-related hemolysin）と呼ばれるタンパク質性溶血毒があり、それら

産生株が病原性を有する。TDHによって起こる溶血反応はカナガワ現象と呼ばれる 4。

患者由来株のほとんどは病原性株であり、魚介類由来株のほとんどは非病原性株で

ある 3。 

 

○ 血清型 

本菌の血清型は、O および K 抗原の組み合わせで表現され、現在は O 抗原は 11

（12、13 は検討中）、K 抗原は 75（7 つの欠番がある）まで確認されている 5。患者から

の分離菌は、以前はO4:K8が主流であったが、現在はこれに代わってO3:K6が主流で

ある4。血清型と病原性は直接関係がない。 

 

○ 増殖及び抑制条件 

本菌は食塩の非存在下では増殖せず、死滅する。従って、食材を良く洗うことで本

菌は著しく減少および死滅する 3。低温下（５～10℃以下）や凍結によっても死滅する。 

 

○ 温度抵抗性 
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本菌は熱に弱く、3%の食塩加TSB（pH5.0～8.0）中で、D値は0.9～4.0分である。煮沸

では瞬時に死滅する5。 

 

○ 薬剤抵抗性 

ハマチ等で分離された本菌については、ゲンタマイシン耐性株の割合が 1～5％、オ

レアンドマイシン耐性株の割合が 56～77％、オキシテトラサイクリン耐性株の割合が 1

～13％、クロラムフェニコール耐性株の割合が 4～12％、フラゾリドン耐性株の割合が

0～9％、サルファ剤耐性株の割合が 84～100％であったという調査結果が報告されて

いる6。 

 

○ 発症菌数 

カナガワ現象陽性株の投与実験による発症菌量 104～108個とされている 3,5。 

 

（2） 引き起こされる疾病の特徴 

○ 感受性人口 

すべての年齢層に感受性がある。 

 

○ 臨床症状、重症度及び致死率 

潜伏期間は 12 時間前後で、主症状としては激しい腹痛があり、水様性や粘液性の

下痢がみられる。まれに血便がみられることもある。下痢は日に数回から多い時で十

数回あり、しばしば発熱（37～38℃）や嘔吐、吐き気がみられる。下痢などの主症状は

一両日中に軽快し、回復する。高齢者では低血圧、心電図異常などがみられることも

あり、死に至った例もある 4。 

 

○ 毒素 

TDH は糖および脂質を含まない単純タンパクで、分子量 21kDa の同一サブユニット

2 個から構成され、pH6.0 で 100℃、15 分間の加熱に耐える。TDH は溶血性、細胞毒性、

腸管毒性および心臓毒性を持ち、その活性は、Ca＋＋、Mg＋＋により促進される。TRH

は TDH と生物学的および免疫学的に類似するが、易熱性で赤血球に対する活性も

TDHと異なる。また、TDHと同様に、TRHも胃腸炎に関連することは疫学的に明らかで

ある 3。 

 

○ 確立された治療方法の有無 

感染性胃腸炎の治療としては対症療法が優先されるが、腸炎ビブリオでは特に抗

菌薬治療を行わなくても数日で回復する。ぜん動抑制をするような強力な止瀉薬は、

菌の体外排除を遅らせるので使用しない。下痢による脱水症状に対しては輸液を行う。

解熱剤は脱水を増悪させることがあり、またニューキノロン薬と併用できないものがあ

るので、慎重に選択すべきである。病原体の定着阻止を目的に、乳酸菌などの生菌整

腸剤を使用する。抗菌薬を使用する場合は、ニューキノロン薬あるいはホスホマイシン

を 3 日間投与する 4。 

 

○ 人からの病原体検出情報等 

患者由来株のほとんどは TDH 陽性株である 3。また、分離菌については、以前は

O4:K8 が主流であったが、現在はこれに代わって O3:K6 が主流である 4。 

 

（3） 食中毒の特徴 

○ 食中毒発生状況（発生動向、年齢差、性別、地域性、広域性、規模、季節 等） 
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すべての年齢層に感受性があるが、生鮮魚介類を食べない新生児や乳幼児の患

者数は少ない。食中毒の発生は 8 月をピークとし、7～9 月に多発する 1。 

 

○ 食中毒の原因及び疫学 

日本人は魚介類を生で喫食する機会が多いことから、腸炎ビブリオに感染する機会

も高い。日本における腸炎ビブリオの食中毒は、1980 年代前半までは細菌性食中毒

のおよそ半数を占め、事件数並びに患者数とも常に第 1 位であったが、近年は減少傾

向にある。しかしながら、2004 年における事件数並びに患者数はともに第 3 位であり、

依然として上位に位置している 1。 

 

○ 原因食物、原因施設 

原因食品のうち、弁当や旅館の食事など原因品目が明確ではないものを除くと、魚

介類等の水産食品による発生が多い。これらを品目別に分けると、刺身、寿司類（貝

類を除く）（49％）、貝類（16％）、焼き魚等の調理品（12％）、ゆでがに等のボイル類

（10％）、うに（5％）であり、魚介類を含まない調理品は（8％）であった。また、調理器

具を介した二次汚染も問題となる。原因施設は飲食店（48％）、旅館（18％）、仕出し・

弁当（12％）、家庭（4％）、販売店（2％）、集団給食等（2％）、製造（1％）、その他（2％）、

不明（1％）となっている 2。 

 

○ 集団食中毒の発生頻度と特性 

1 事件あたりの患者数の平均は 2000 年以来10 名前後であり、500 名以上の事件は

1999 年の 509 名の患者を出した事件（原因食品：煮カニ）以来発生していない 1。 

 

 

食中毒発生状況 

 

年 事件数 患者数 

2000 

2001 

2002 

2003 

2004 

2005 

422 

307 

229 

108 

205 

113 

3,620 

 3,065 

 2,714 

 1,342 

 2,773 

2,301 

（厚生労働省食中毒統計） 

 

 

3. 食品の生産、製造、流通、消費におけるリスクマネジメントに関与し影響を与えうる要因 

腸炎ビブリオ食中毒の発生要因は、二次汚染（手指、調理施設・器具および調理前後）（42.2％）

が最も多く、ついで原材料（28.7％）、長時間放置（不適切な温度管理、作り置き、前日調理、持ち

帰り）（20.8％）などが主である。6 

（1） 生産場 

○ 生産場での汚染実態 

本菌は好塩性細菌であり、夏季に沿岸海域や汽水域の海水及び水底の汚泥などに

分布する。外洋ではほとんど検出されない。汽水域での分布は、沿岸海域とあまり変

わりはないが、海産物（エビなど）の加工処理場などが設置されている地域、特に漁港

では、一段と本菌の分布は高いとの報告がある 6。 
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○ 汚染の季節変動 

魚介類における本菌の分布は、4月には検出されず、水温が17℃を超える5月頃よ

り検出され始め、12 月初旬まで検出されるとしている。魚種別の表皮では底層根付魚

のカレイは 5 月ごろから検出され始め、10 月に MPN107に達し、11 月には MPN103ま

で減少し、上層周遊魚のあじ、コノシロは、6 月ごろより検出され始め、７～8 月にピー

ク MPN105～107であるとしている 5。 

 

○ 汚染機序 

通常、冬季には海底の泥土中でプランクトンのキチン質などに付着して生残してい

るが、水温が 17℃以上になる夏季には、プランクトンの増殖とともに海水中に湧出して

くる 6。 

 

○ 生産者の注意事項 

・ 生食用とする魚介類を捕獲後保存する際に用いる水は清浄水または清浄海水を使

用 

・ 低温管理（氷の使用等） 

・ 漁獲物の積み過ぎ（魚体に傷が付き出血の原因となるため注意が必要。出血は細

菌の繁殖の原因となる。） 

・ 船艙からの汚染防止 

 

（2） 魚市場、加工場等における工程 

○ 魚市場 

・ 生食用とする魚介類を捕獲後保存する際に用いる水は清浄水または清浄海水を使

用 

・ 低温管理（氷の使用等） 

・ 水揚げされた漁獲物は出荷までの作業をできるだけ迅速に行う。 

・ 漁獲物を直置きしない 

・ 清浄な容器（トロ箱など）の使用 

・ 漁獲物や床面を港内の海水で洗浄しない 

・ トロ箱の上に乗らない 

・ 跳ね水等による交差汚染（商品を床や低い位置に放置しない） 

 

○ 水産加工場 

・ 一般事項 

√ 低温管理 

√ 長時間放置しない 

√ 加工ラインでの二次汚染・交差汚染防止（one-way-flow） 

√ 手指・跳ね水による汚染防止 

√ 器具・容器などの洗浄殺菌 

 

・ 刺身・むき身貝類 

√ 4℃以下（実用上は 10℃以下でも可）の低温管理の遵守 

√ 飲用適な水またはそれを使用した人工塩水若しくは殺菌した海水の利用 

 

・ ゆでだこ、ゆでがに等 

√ 材料の鮮度 
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√ 加熱時の温度むら（中心部のタンパク変性を確認する等）。 

√ 加熱後の冷却（速やかに行う。飲用適な水またはそれを使用した人工塩水若しく

は殺菌した海水の使用） 

√ 原材料と製品の相互汚染の防止 

√ 製品の低温管理 

 

（3） 流通・販売 

○ 小売業者・飲食店等 

・ 4℃以下（実用上は 10℃以下でも可）の低温管理の遵守 

・ 直ちに消費する（消費させる） 

・ 店頭調理では上記（2）の一般事項遵守 

 

（4） 消費 

○ リスクマネジメントに関与し、影響を与えうる消費での要因 

・ 購入後・調理時の二次汚染防止 

・ 購入後・調理後の品温上昇（長時間放置）の防止 

・ 腸炎ビブリオ食中毒の予防は、原因食品、特に魚介類の低温保存、調理時あるい

は調理後の汚染防止が重要である。十分な加熱により菌は死滅するので、大量調

理の場合はその点に注意する。 

 

 

4. 対象微生物・食品に関する国際機関及び各国におけるリスク評価の取り組み状況 

○ Quantitative Risk Assessment on the Public Health Impact of Pathogenic Vibrio 
parahaemolyticus in Raw Oysters ( FDA 2005 ) 

○ Draft Risk Assessment on the Public Health Impact of Vibrio parahaemolyticus in Raw 

Molluscan Shellfish December ( FDA 2000 ) 

○ Joint FAO/WHO Expert Consultation on Risk Assessment of Microbiological Hazards in 

Foods Hazard identification, exposure assessment and hazard characterization of 

Campylobacter spp. in broiler chickens and Vibrio spp. in seafood ( JEMRA 2001 ) 

 

5. その他 

（1） リスク評価を行う内容として想定される事項 

○ 生鮮魚介類を介したビブリオ感染症の被害実態の推定 

○ 以下の対策の効果の推定 

・ 魚市場における汚染拡大防止策 

・ 水産加工場における汚染拡大防止策 

・ 低温保存 

・ 新たな規格基準の設定 

 

（2） 対象微生物に対する規制 

○ 日本 

・ ゆでだこ：陰性 

・ ゆでがに：陰性 

・ 生食用鮮魚介類（切り身又はむき身にした鮮魚介類（生かきを除く。）であって、生食

用のもの（凍結させたものを除く。）に限る）：100 以下/g （最確数） 

・ 生食用かき：100 以下/g （最確数） 

これに加えて、表示基準（生食用である旨等）、加工基準、保存基準（１０℃以下で
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保存等）が定められている。 

○ CANADA 

・ 生かき（生産段階）：n=30, c=15, m=10, M=100 

・ 生かき（消費段階）：n=5, c=1, m=100, M=10,000 

○ 中国 

・ みそ、魚肉ソーセージ、えびみそ（小えびをすりつぶして塩を加え発酵させた調味

料）、魚ソース、えびソース、かにみそに対し陰性 

 

（3） 不足しているデータ 

○ TDH 陽性株の自然界及び生鮮魚介類における分布 
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食品健康影響評価のためのリスクプロファイル：鶏肉中のサルモネラ属菌 

 

 

 

1. 対象の微生物・食品の組み合わせについて 

（1） 微生物(1,2) 

サルモネラ属菌（Salmonella spp.） 

サルモネラは、腸内細菌科に属する通性嫌気性グラム陰性桿菌である。菌体の周

りには周毛性鞭毛を持ち、運動性を有する。サルモネラは、1885年にSalmonとSmith

によってブタコレラを発症したブタから初めて分離された。サルモネラは、慣例的に血

清型によって分類される。血清型は菌体表面を構成するリポ多糖体（O）および鞭毛

（H）にそれぞれ抗原番号が付けられており、その O および H 抗原の組み合わせによ

って決定され、現在までに 2,500 種類以上が報告されている。また，サルモネラ属菌

は，遺伝子の近縁性に基づいて 2 菌種 6 亜種に分類されており，これらの亜種は，そ

れぞれの特徴的な生化学性状等によっても鑑別できる。人から分離されるサルモネ

ラのほとんどは Salmonella enterica subsp. enterica である。血清型は各亜種（subsp.）

の下位に位置し、例えば血清型 Infantis の場合には、Salmonella enterica subsp. 
enterica serovar Infantis と表記され、通常は S. Infantis と略記される。 

 

（2） この微生物に起因する健康被害に関与する食品の概略等 

汚染された鶏肉の未加熱もしくは加熱不十分な食品、ならびに汚染鶏肉処理もしく

は調理時における二次汚染による他の生食用食材。 

 

2. 公衆衛生上の問題点について 

（1） 対象微生物の公衆衛生上に大きな影響を及ぼしうる重要な特性(1) 

サルモネラは 2,500 種以上の血清型からなり、亜種および血清型等によって恒温

動物、変温動物を問わずさまざまな動物を宿主とすることができる、いわゆる人獣共

通感染症の代表的な原因菌である。すなわち、一般的な家畜および家禽を宿主とす

る能力を持つ。したがって、鶏肉など、家畜・家禽等から派生する食品を介して人に

感染する機会が多い。 

薬剤抵抗性について、欧米では多剤耐性 S. Typhimurium が問題となっており、ファ

ージ型 definitive type 104 (DT104)に代表される耐性株が、1986 年より国内でも分離

されるようになってきている 3）。2000 年以降のフルオロキノロン耐性株が約 20 例報告

されており、それらによる感染は治療に抵抗を示す可能性が高い 4）。また、1999～

2005 年までの 6 年間に検査を行った輸入鶏肉 152 検体中 48 検体から分離された S. 
Enteritidis（分離率 32％）について薬剤感受性試験を行った結果、1 剤以上に耐性を

持つ株が 38 株（38/48）であった。そのうちの 29 株（60％）がナリジクス酸耐性であっ

た。1995～2003 年に国産鶏肉から分離された 27 株の S. Enteritidis についても同様

の試験を行ったところ、1 剤以上に耐性を持つ株が 23 株（23/27）であったが、そのう

ちの23株（85％）がストレプトマイシン耐性であった。4）S. Enteritidisは腸管感染にとど

まらず、敗血症などの全身症状を示す例も少なくない。こうした薬剤耐性の S. 
Enteritidis が輸入鶏肉を通して国内に広まる恐れがあることは、治療の上で問題であ

る。4） 
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（2） 引き起こされる疾病の特徴(5,6) 

サルモネラによる食中毒は、汚染された食品を摂取してから 12～48 時間の潜伏期

を経て発症する。潜伏期間は、摂取菌量、患者の健康状態および年齢によって左右

される。症状としては主として急性胃腸炎であり、下痢、腹痛、嘔吐および発熱（場合

によっては 38～40℃）などを主徴とする。下痢は軟便、水様便が多いが、重症では粘

血便が見られることもある。感染初期もしくは軽症の場合は、乳酸菌などの生菌整腸

剤の投与や補液などの対症療法を行う。①下痢回数が 10 回／日以上、血便、強い

腹痛、嘔吐のうち、下痢項目を含む 2 項目以上が見られる重症例、②基礎疾患など

の易感染性要因のある中等症例、③食品取扱者など、保菌により就業制限をうける

もの、④集団内の 2 次感染防止が必要な保育園や施設などで生活している小児もし

くは高齢者の場合には、ニューキノロン薬、ホスホマイシンもしくはアンピシリンによる

抗菌薬投与を行う。 

一般的にサルモネラ食中毒の発症菌量は 105個程度と考えられているが、もっと少

量で発症したと考えられる例もあり、摂取した菌種と患者の状態によって変化しうる。

乳幼児の場合には発症菌量も少なく、単なる腸炎で終わらずに血中に菌が入って敗

血症となり、死に至ることもある。また、本来抵抗力があるはずの健常人でも死亡例

が報告されている。ある例では 14 歳の男性が発症から約 40 時間で、また別の例で

は53歳の男性が発症から10日後に、急性死している。いずれもサルモネラとの因果

関係は明確にされていないが、サルモネラは他の腸炎感染症よりも症状が遷延する

傾向があり、重症である場合には勿論、症状が続く場合にも注意が必要である。 

 

（3） 食中毒の特徴(7) 

サルモネラは乾燥に強いなどの特徴があるため、環境中での生存率が高い。この

ため、二次汚染が起こりやすいという傾向もある。1999 年に発生した乾燥イカ菓子を

原因とした食中毒（原因菌：S. Oranienburg）では、日本のほぼ全都道府県において患

者が発生し、患者数は 1,634 名に上った。また仕出し弁当、給食、宿泊施設等を原因

として起こることが多く、1 件あたりの患者数が多いのも本菌による食中毒の特徴で

ある。 

表１．サルモネラ属菌食中毒の年次別発生状況

 発生件数 患者数 死者数 

平成８年 350 16,576 3 

平成９年 521 10,926 2 

平成１０年 757 11,471 1 

平成１１年 825 11,888 3 

平成１２年 518 6,940 1 

平成１３年 361 4,949 0 

平成１４年 465 5,833 2 

平成１５年 350 6,517 0 

平成１６年 225 3,788 2 

平成１７年 144 3,700 1 

厚生労働省 食中毒統計より集計
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3. 食品の生産、製造、流通、消費における要因 

輸入鶏肉も市販鶏肉と同程度汚染されているので対応が必要である。 

1999-2001 年の調査で、サルモネラの汚染率は、国産鶏肉 2/21(9.5％)、輸入鶏肉

8/59(13.6％)であった(8)。 

 

（1） 生産段階 

○ 鶏肉生産の概要 

世界に数千羽と言われているエリートからコマーシャル肉用鶏までの生産の

流れは以下のようになっている。 

 

エリート鶏→原原種鶏→原種鶏→種鶏→コマーシャル肉用鶏→鶏肉→消費者 

 

たとえば、肉用鶏では１羽のエリート鶏の雄と１０羽の雌から最終的には５万ト

ンの鶏肉が生産される。これは数千万羽のコマーシャル肉用鶏の生産を意味す

る。肉用鶏専用種は交雑種であるために鶏の繁殖は一世代に限られ、原種鶏あ

るいは種鶏を更新するために随時専門育種会社から購入しなければならない。

わが国では原種鶏を約 22 万羽、種鶏を約 40 万羽(2004 年)輸入しており、これら

が種鶏場で育成されコマーシャル肉用鶏の種卵を産み、ふ化場でふ化している。

このひなが肉用鶏農場に搬入され、出荷日齢まで（約 50-53 日）同一鶏舎で飼育

される。最近では開放鶏舎での飼育が多い。 

給与する配合飼料の原料のほとんどは輸入である。 

 

○ リスクマネジメントに関与し、影響を与えうる生産段階での要因 

・ 汚染ひなの輸入(9,10) 

1988～1989 年に英国から輸入された３群の肉用鶏ひなの検疫中に S. 
Enteritidis （ファージタイプ４）感染が発生し、うち１群は全淘汰されたが、他

の２群は解放された(11,12)。また、1990 年に輸入種鶏から S. Anatum が検出さ

れ投薬された(13)。1996年にも輸入種鶏からS. Enteritidisが分離され自衛殺さ

れた(14)。 

着地検疫においては、ひなに臨床的な異常がなくても，着地検疫時のサ

ルモネラ検査法の規程に基づいて敷料などの検査試料についてロット毎に

サルモネラ検査が実施されている。 

 

・ ふ化時、飼育時の感染 

S. Typhimurium(ST)、 S. Enteritidis（SE）をはじめ多くの血清型の感染を生

じる。インエッグの介卵感染は ST、SE 以外の血清型では通常生じず、多くの

血清型ではオンエッグの介卵感染がまれに生じる。なお、飼料由来感染は後

述するように肉用鶏では重要視されている(15)。また、環境由来（汚染飲水、ネ

ズミ、野鳥、衛生害虫など）感染も生じる。なお、産まれたてのひなの腸管は

無菌的であり、1個のサルモネラの経口感染によっても致死的である。このよ

うな感受性の非常に高い時期は、外界での抵抗性が強く環境中に潜んでい

る可能性のあるサルモネラに感染しやすい。このような時期を過ぎ腸内細菌
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叢が形成され始めると経口感染を受けても無症状で保菌鶏となる場合が多

い。 

一方、飼育中に種々のストレスを受け、サルモネラに感染しやすく、あるい

は感染していれば感染が増悪する。ストレスとしては暑熱、寒冷、社会的（鶏

舎に他のロットが導入された時）、輸送、他の病原体との複合感染、一時的

断餌・断水（管理上のミス）などが知られている(16)。 

 

・ サルモネラの感染倍率 

1羽の原原種鶏がサルモネラに感染していれば、次世代の原種鶏は30倍

の30羽が感染し、種鶏はさらにその30倍の900羽が感染する。さらに、コマー

シャル肉用鶏はその30倍の27,000羽が感染すると言われている。 

 

原原種鶏 ×30  原種鶏 ×30  種鶏 ×30 コマーシャル肉用鶏 

 

・ 飼料由来感染(17) 

飼料からは 1979～2002 年において以下の血清型の分離が報告されてい

る。Senftenberg、Tennessee、Agona、 Infantis、Cerro、Havana、Anatum、

Bareilly、Mbandaka、Derby、Livingstone、Montevideo（分離株数の多い順）。

これらは鶏肉由来食中毒の原因サルモネラの血清型と多くは一致している。

なお、これらの血清型は輸入飼料原料であるミートボーンミールや大豆粕か

ら分離されることが多い。肉用鶏は採卵鶏よりサルモネラに対する感受性が

高いので、とくに幼雛時は注意する必要がある。 

米国での調査で、飼料原料 68 検体中 6 検体(8.8％)がサルモネラに汚染さ

れ、4 飼料工場で加熱処理直後のペレットの温度を測り(65.56-93.28℃)、そ

の後にサルモネラの検査をしたところ、それぞれ、6.66％、0.00％、9.43％、

5.36％の汚染率であった。温度が 73.89-76.61℃であった 13 検体中１検体

(7.69％)、90.56-93.28℃であった 11 検体中１検体(9.09％)が陽性であった。こ

れより、温度は 85℃以上が必要としている(18)。 

 

・ サルモネラの飼料から種鶏群さらにコマーシャルひなへの感染 

1982 年 11 月頃に某種鶏場で約 180 日齢の種鶏群に給与されていた配合

飼料とその鶏群の糞便からサルモネラが分離されるようになり、さらに翌年 4

月以降この種鶏群由来の初生ひなの糞便からもサルモネラが分離されるよ

うになった。このサルモネラはすべて S. Mbandaka で、この血清型はわが国

では検出されてはおらず、その由来を検討した結果、飼料工場で種鶏の飼

料に配合された大豆粕の汚染が明らかにされた(17)。 

 

・ 肉用鶏農場のサルモネラ汚染率 

種鶏場、孵卵場における汚染率のデータは少ない。 

各地の家畜保健衛生所の調査(9)では、１990 年頃から S. Infantis 感染が目

立つようになり、以後 2003 年までに以下の血清型 Typhimurium、Hadar、

Newport 、 Wippra 、 Cerro 、 Enteritidis 、 Blockely 、 Bredeney 、 Livingstone 、
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Corvalis、Pullorum、Schwarzengrund、Agona、 Manhattan、Haifa1 が分離され

ている。 

1995-1998 年における西日本 35 肉用鶏農場の糞便検査で、20/35(57.15)

が陽性、分離血清型では Infantis が 19/98(19.4％)で最も多かった(19)。 

1998～2002 年における鹿児島県の調査で、76 農場212 鶏群3385 羽中59

農場(77.6％)、143 鶏群（67.5％）、452 羽(13.4％)からサルモネラ分離され、血

清型別した 294 株中 293 株(99.7％)が血清型 Infantis であった(18)。 

2001 年、2002 年の数カ所の食肉衛生検査所の報告で個体別陽性率は約

50％に達する場合も認められ、しかもその大部分(80-100％)が血清型

Infantis であった(20)。 

2001-2003 年の肉用鶏のサルモネラ分離率は 20.1％であり、血清型

Infantis が最も多かった(21)。 

 

・ 農場で採取した盲腸便のサルモネラ汚染率 

 

2005 年 10 月－2006 年 4 月； 

1 回の採材で 1 農場当たり 10 羽の盲腸便採取（北里大学未発表データ） 

 

1 回目の採材：  6 農場中 5 農場陰性、1 農場のみ 1/10 が陽性（Bradford、

Ｏ:4,12,27）。 

2 回目の採材： 6 農場中4 農場陰性、他の 2 農場ではそれぞれ 6/10、9/10

陽性と高い汚染率（すべて Infantis）であった。 

3 回目の採材： 6 農場中 3 農場陰性、他の 3 農場ではそれぞれ 5/11 陽性

(04 群)、7/11(04 群) 、8/11 陽性(07 群)であった。 

 

（まとめ） 

1 回目：0/10、0/10、0/10、0/10、0/10、1/10 

2 回目：0/10、0/10、0/10、0/10、6/10、9/10 

3 回目：0/11、0/11、0/11、5/11、7/11、8/11 

このような場合では、清浄鶏群を先に処理することは鶏群間の交差汚

染を防止するためにも有効と考えられる。 

しかし、一般的に言えば汚染農場が多いので、今すぐの実施は混乱を

招きうる。特にカンピロバクターの場合（下記）を考えれば、ある程度汚

染を減少させてからの実施かもしれない。 

 

（参考）同時に実施したカンピロバクター検査（Campylobacter jejuni、C.spp.） 

1 回目 2/10、2/10、0/10、0/10、7/10 

2 回目 10/10、7/10、3/10、0/10、3/10、4/10 

3 回目 8/11、7/11、5/11、4/11、9/11、5/11 

 

 

・ S. Infantis の腸管定着性 

Infantis６株（鶏由来株２株、食中毒患者由来株１株、廃鶏のと体内殻付卵
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の卵黄由来株１株、肉用鶏のクロアカスワブ由来株１株、肉用鶏胸肉由来株

１株）について、Enteritidis との比較において腸管定着性、侵襲性、肝臓、脾

臓への定着性を比較したところ、少なくとも腸管定着性には差はなかった(22)。 

 

・ 汚染の季節変動 

夏場に暑すぎると空調の能力を超え、熱射病にもなり死亡することが報告

されている。このようになればストレスで汚染鶏が増加しうる。なお、詳しいデ

ータは無いようである。 

 

・ 感染機序(17) 

飼料由来、オンエッグの介卵感染、環境（汚染飲水、媒介動物（汚染飲水、

ネズミ、犬、猫、甲虫など））由来感染などが報告されている。これらによる感

染の機会は上記のストレスによって増加し、感染鶏では感染が増悪する。 

 

・ 種鶏場、孵卵場における対策 

清浄なひなを導入し、一般的な衛生管理は「種鶏場・孵卵場における対

策」(23)を遵守する。 

 

・ 肉用鶏養鶏場における対策 

清浄なひなを導入し、一般的な衛生管理は「肉用鶏養鶏場におけるサル

モネラ対策」(24)、「ブロイラー養鶏場における HACCP の導入とその問題点」(9)

を遵守する。また、ネズミ、野鳥、衛生害虫対策を励行し、飼料は加熱処理な

ど適切なサルモネラ防除対策済みの飼料を給与すべきである。 

抗菌剤はサルモネラによる感染を完全には排除できないので、損耗が大

きい場合にのみ休薬期間、出荷制限期間を遵守して使用する。他に、競合排

除（CE）製品(25)、ガジュツなどの生薬の飼料添加(26)、生菌剤投与(27)もサルモ

ネラ汚染の軽減には有効である。ワクチンは米国では使用されているが、わ

が国では承認されていない。 

出荷に当たっては、糞による搬送中の鶏体汚染をできるだけ防止するた

めに、出荷前 12 時間以上餌切を行う。鶏舎ごとのオールイン・オールアウト

アウトではなく、養鶏場全体、あるいは地域全体のオールイン・オールアウト

に務める。 

 

・ 空舎期間における舎内の甲虫について 

空舎期間中に収集した甲虫を調べたところ、空舎前の肉用鶏から分離さ

れたS. Indianaが分離され、このS. Indianaが空舎後の導入鶏からも分離され

た。 

一方、空舎前後の肉用鶏から分離されたカンピロバクターは、これらの甲

虫から分離されなかった。 

従って、空舎期間中の甲虫はサルモネラのレゼルボアになるが、カンピ 

ロバクターのレゼルボアにはならないと報告されている（28）。 
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（2） 食鳥処理場(29) 

○ リスクマネジメントに関与し、影響を与えうる食鳥処理段階での要因 

「食鳥処理場の HACCP 方式に基づく微生物汚染防止対策」(29)を遵守する。サ

ルモネラに汚染されている肉用鶏と非汚染鶏が食鳥処理場へ搬入されと殺・解

体されるので、交差汚染が生じ鶏肉が汚染される。 

 

・ 食鳥処理場への輸送前の採材。結果が輸送前に判明しなければならないが、

できるだけ育成後期に実施すべきである。この検査はと殺時とその下流の鶏

肉流通のために注意深く検査すべきである。採材には死亡鶏、クロアカスワ

ブ、糞便あるいは敷料を用いる。血清学的検査も有効であるが、検出できる

血清型数が限定されている。 

 

・ 実施時期、実施主体、費用、採材方法（平飼なので牽引スワブは能率的）、

培養方法（通常の１日増菌培養では 103cfu/g 以上でないと検出できない。遅

延二次増菌培養（DSE）なら101cfu/g程度でも検出できるが、１週間以上かか

る。米国では２週間前らしい。感染しても抗体価が低いので能率は悪い。米

国カルフォルニア州の鶏卵品質保証プログラム（CEQAP）では、採卵養鶏場

でのサルモネラ SE 分離として DSE を用いているが、HTT 増菌後

Rappaport-Vassiliadis 培地で培養後 PCR を用いることで後者の検出率が優

れ、所要日数も前者が10日以上、後者が4-5日と短縮できると報告されてい

る(30)。 

 

・ サルモネラ陽性鶏群はサルモネラ陰性群と区別し、週末あるいは少なくとも

その日の最後にと殺すべきである。（業者によるひな導入日、育成期間、捕

鳥者の招集、出荷日、空舎時の消毒などの予定があり、同じ日の最後のと

殺なら問題はないと考えられるが、週末まで数日ずらすことは可能か？） 

（大手肉用鶏会社は食鳥処理場を複数（2-3 カ所）所有しているので、清浄鶏

群と保菌鶏群を分けて処理することも可能と考えられる。大手肉用鶏会社 10

社で約 7 割を生産している）。 

 

・ と殺のための輸送前（12時間前）の断餌（輸送中のかごの中での糞便汚染を

さけるため）。 

一方、と殺前の断餌はそ嚢内のサルモネラを有意に増加（５倍）させ、この

増加は汚染された敷料の食糞に関係する(31)。 

また、と殺 24-48 時間前から塩素酸塩(15ｍＭ)を給与された肉用鶏は、10

時間の断餌後にそ嚢と盲腸内のサルモネラを減少させる可能性がある(32)。 

 

・ 食鳥処理場における交差汚染 

処理場の重要な 17 ポイントを１週間毎日調べることを２回実施することに

よって、と殺ラインとその後の交差汚染との関係が証明されている(8)。 

 

√ 陽性鶏群の淘汰あるいは特別なと殺および陽性鶏群由来肉の特別な処

理。 
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√ 冷却槽における水流は逆流方式だと汚染が少ない。 

√ 内臓除去は腸内容物の漏出を伴い交差汚染の原因となる。 

√ 冷却は４時間以内にと体全体を 4℃以下に低下させることは有効であ

る。 

√ 空気冷却は交差汚染のリスクを減少させるので有効である。 

 

・ 飼養戸数および出荷羽数 

2005 年 2 月 1 日現在 

2654 戸、102,521 羽（一戸当たり）、集荷羽数 589,957,000 羽 

 

（3） 食肉加工各工程 

○ リスクマネジメントに関与し、影響を与えうるカット工場での要因 

・ サルモネラ非汚染鶏群由来と体とサルモネラ汚染鶏群由来と体は確実に隔

離し、感染鶏群のと殺後は特別な洗浄・消毒を実施すべきである。 

・ サルモネラ汚染鶏群由来鶏肉に対する「加熱加工用」の表示？ 

 

（4） 流通・販売 

○ リスクマネジメントに関与し、影響を与えうる流通・販売段階での要因 

・ 下記のように市販鶏肉はサルモネラに汚染されているので流通中の増殖に

注意する。 

 

・ サルモネラ汚染鶏群由来鶏肉に対する「加熱加工用」の表示？ 

 

・ 市販肉の汚染調査 

1999-2001 年(8)； 

（国産鶏肉）2/21(9.5％)陽性  菌数：Infantis1 株～1cfu/g（1 検体の未検

査） 

（輸入鶏肉）8/59(13.6％)陽性  菌数 Enteritidis：3 株 0.3 未満～9.3cfu/g、

Virchow：１株 0.4cfu/g 

 

2000-2001 年(33)； 

（挽肉）7/60(11.7％)陽性  Infantis：6 検体(85.7％)、 

Typhimurium：1 検体(14.3％) 

 

2002-2003 年(21)； 

134/210(63.8％)陽性  Infantis：111 検体(64.2％)、 

Haifa：11 株(6.4％)、 

Manhattan：7 株(4.0％)、 

Yovokome：4 株(2.3％)、 

Hadar：3 検体(1.07％)、 

Typhimurium：2 検体(1.2％)など。 

 

2003-2005 年(34)； 
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（国内の調査） 

鶏挽肉    サルモネラ属菌 29.2％（85/291）、 

鶏たたき   サルモネラ属菌 9.2％（10/109）、 

 

（5） 消費 

○ リスクマネジメントに関与し、影響を与えうる消費段階での要因 

・ 厚生労働省、Codex 委員会による食鳥肉の微生物規格（生食用と調理・加工

用における規格、指導基準、目標値）との関係 

・ 消費者への啓蒙・教育など。 

 

 

4. 対象微生物・食品に関する国際機関および各国におけるリスク評価の取り組み状況 

（1） 既存のリスク評価 

○ Microbiological Risk Assessment Series 1 - Risk Assessments of Salmonella in 

Eggs and Broiler Chickens – 1,2 (WHO/FAO：2002) 

 

5. その他 

（1） リスク評価を行う内容として想定される事項 

○ 鶏肉を介したサルモネラ感染症の被害実態の推定 

○ 対策効果の推定 

・ 種鶏場、孵卵場、育成農場での汚染率低減 

・ 飼料の汚染率低減 

・ 食鳥処理場での汚染拡大防止策 

・ カット工場での汚染拡大防止策 

・ 冷蔵あるいは冷凍流通 

・ カット工場出荷時あるいは流通段階における微生物規格設定 

・ 飲食店や消費者への啓発による加熱調理の徹底 

 

（2） 対象微生物に対する規制(35) 

○ 日本 

鶏肉を含めた畜肉に対するサルモネラの規制値は設けていない。 

輸入ひなの輸入検疫や農家での防疫措置は実施されているが、S. Enteritidis、

S. Typhimurium 以外は規制対象外 

○ アメリカ 

・ ブロイラー：n=51, c=12, m=0 

・ 七面鳥挽肉：n=53, c=29, m=0 

・ 鶏挽肉：n=53, c=26, m=0 

○ EU 

・ 加熱調理用の家禽肉の挽肉と精肉：n=5, c=0, m=陰性 （25g 中） 

・ 家禽肉以外の加熱調理用の挽肉および精肉：n=5, c=0, m=陰性 （10g 中） 

・ 食肉製品（家禽肉由来加熱調理用）：n=5, c=0, m=陰性 （10g 中） 

・ ブロイラーおよび七面鳥の屠体：n=50, c=7, m=陰性 （首肉をプールしたもの

25g 中） 
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○ カナダ 

・ 骨抜き家禽の肉製品（調理済み）：n=5, c=0, m=0 

○ 中国 

・ 放射線で殺菌処理した家畜および家禽の肉：検出してはならない 

・ 生鮮、冷凍家禽製品：検出してはならない 

 

（2） 不足しているデータ等 

○ 輸入ひなの汚染率 

○ 種鶏場、孵卵場の汚染率 

○ 導入ひなのサルモネラ汚染率 

○ 食鳥処理場搬入前の汚染率（最新のデータ） 

○ 食鳥処理場におけると殺・加工製品に至るまでの汚染率（サルモネラの定量を含

む）。 
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食品健康影響評価のためのリスクプロファイル：二枚貝中の A 型肝炎ウイルス 

 
 

 

1. 問題となる病原微生物・媒介食品の組み合わせ 

1） 対象病原微生物 

A 型肝炎ウイルス(Hepatitis A virus, HAV)はピコルナウイルス科のヘパトウイルス属

に分類され、外被膜を持たない直径約 28nm の球状ウイルスである。 

 

2） 関与する食品についての概略 

日本で感染の原因と考えられる多くは2枚貝、主にカキの生食である(1)。汚染された輸

入大アサリを充分加熱調理せずに飲食店で提供され、喫食して発生した集団感染の事

例が知られている。1988年、上海では汚染されたハマグリから30万人に感染した。他に

海外では青ネギ、レタス、冷凍イチゴ、冷凍ラズベリー等から集団感染した例が報告さ

れている(2)。前者はHAVに汚染された環境水を２枚貝が体内に取り入れ、中腸腺に濃縮

するため、後者は生産地で感染者の汚物等が食物に付着し、洗い流されずに残ってい

たためと推察される。 

 

 

2. 公衆衛生上の問題について 

1） 公衆衛生上に大きな影響を及ぼしうる重要な特性 

自然感染ではHAVは経口的に伝播し、消化管に到達する。消化管の組織で最初のウ

イルス増殖が起こるか不明であるが、標的臓器の肝臓で増殖し、胆汁を介して消化管に

ウイルスは排出される。消化管にウイルスが検出されるのは消化管組織で増殖した結

果ではなく、肝臓から胆汁中に排出された結果であると考えられている(3)。 

肝炎は肝細胞でのウイルス増殖による直接の細胞障害ではなく、宿主側の感染細胞

に対する免疫反応によって引き起こされた細胞の損傷によるものである。 

ヒト HAV は I,(IA,IB),Ⅱ , Ⅲ(ⅢA,ⅢB), Ⅶの 4 種類の遺伝子型に分けられるが、中和に

関与する血清型は１種である(4,5)。 

有機溶媒、pH3 程度の強酸、乾燥、温度に対して抵抗性が強い(6)。室温に 4 週間置い

ても、完全に不活化されない。不活化には85℃1分以上の加熱が必要である。遊離塩素

により培養液中のＨＡＶは 20ppm で不活化されるが、実用的には市販のピュラックスを

100 倍に希釈して約 500ppm で消毒するのが効果的である(2)。 

加圧(4000 気圧下)による不活化も効果があることが報告されている(7)。ＨＡＶが対象で

はないが、穀物等では加圧殺菌が実用化されている。 

レタスは水で濯ぐだけで、付着したＨＡＶの汚染を 10−100 倍減少させるという実験も

ある(2)。 

発病に必要な HAV の量は感染経路により、大きく異なることが動物（タマリンとチンパ

ンジー）を使った実験で示されている。経口接種で感染するのに必要な HAV の量は、静

脈内接種のそれよりはるかに多く、両者で 4.5log10 程も違いがある(8)。また、培養細胞の

感染に必要なウイルス数は1感染価あたり100であることが実験的に確かめられている
(9)。食中毒による A 型肝炎は HAV の経口摂取であることを考慮すると、自然感染に必要

なウイルス数は約 6log10 以上と推定される。ノロウイルスと比べると非常に高濃度のウ
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イルスが必要と考えられる。 

 

2） 疾病の特徴 

日本では急性ウイルス性肝炎の約半数は A 型肝炎の患者であり、2000 年から 2005

年の平均患者数は330人である(10)。2003年の血清疫学調査により、日本人の50歳以下

の抗体陰性率が 98％であり、HAV 感受性者の増加と高年齢化が着実に進んでいること

が示された(11,12)。 

A 型肝炎ウイルス（HAV）の感染に対する発症のリスクは，年齢によって異なる。小児

が感染しても不顕性で終わるか，発病しても軽い症状ですむが，成人の感染は明らかな

黄疸を伴うことが普通である。突然の高熱、全身の著しい倦怠感に続いて、黄疸症状が

出現する。通常、肝機能は発症後1〜2 ヶ月で回復する。 

高齢化する程、劇症肝炎の危険があるので注意が必要である。USA の資料では致死

率 0.3％、50 歳以上では 1.8％になる(2)。1988 年の上海での大流行では致死率は 0.01％

であった(13)。迅速な診断と適切な治療がなされれば、致死率は一般的に考えられている

より低い数値になると思われる。日浅等によれば、劇症化した A 型肝炎の救命率は

81％と他の成因による劇症肝炎と比べ、予後は良好である(14)。 

HAV に特異的な治療法がないのは他の急性ウイルス性肝炎と同じである。症状に応

じ、入院と安静、輸液や薬物療法がとられる。 

一般的に A 型肝炎の確定診断は血清中の HAV 特異的 IgM 抗体の検出でなされる。

病原体が検出されるのは主として集団発生した食中毒の場合で、遺伝子検出法の結果

が感染経路の特定に利用されている(15)。 

 

3） 食中毒の特徴 

患者を問診した際の調査票の集計では海産物の喫食が原因と思われる A 型肝炎が

大半を占め、多くは散発例である。冬から初春に多い季節性からカキの生食が原因とさ

れている。集団食中毒の事例は、最近では2000年から2002年にかけ、寿司店と飲食店

からそれぞれ、2 例ずつ報告がある。飲食店の集団食中毒は汚染された輸入凍結大ア

サリが原因で、ノロウイルスとの重感染であった。寿司店の食中毒は感染した従業員を

介して集団発生したと推測されている(1)。A 型肝炎は潜伏期間が約１ヶ月と長いので、原

因食材の特定は一般に困難である。欧米などでは、原因不明（48％）の場合が多いが、

家庭内や福祉施設での接触感染による割合（22％）も高い。海外では、汚染された食材

を含むメニューがレストランやホテルで提供されて大規模な集団食中毒が起きている。

原因とされる食材は汚染された青ネギ、レタス、トマト、冷凍イチゴ、冷凍ラズベリー、フ

ルーツジュース(16)など、カキなどの２枚貝以外の食材もあげられていることが特徴であ

る(2)。 

 

 

3. 食品の生産、加工、流通 

カキの生産、加工、流通はウイルス性食中毒の最も頻度の高いノロウイルスのリスク・プロ

ファイルで述べられているのでここではふれない。 

 

 

4. リスク評価を行う必要性 
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A 型肝炎の特異的な点は発病までの潜伏期間が長いこと、ウイルスが発病前から多量に

糞便中に排出されるので、感染者自身が気付かぬうちに感染を拡大させる危険があることで

ある。養殖（栽培）、収穫、輸送、貯蔵、調理等、消費者が口にするまでの全段階での衛生管

理が必要である。 

日本では環境衛生の向上で、ＨＡＶ汚染が世界でも最も少ない地域である。集団食中毒の

報告も最近は数える程しかない。環境中のＨＡＶの検出は患者数の少ないことと合わせ、非

常に困難である。通常は殆ど検出されない(17)。輸入食材の検査では 1-2％の中国産２枚貝か

ら非常に少ない量の HAV が検出されたことがある(18)。食品の生産地や流通段階でのウイル

ス検査は流行終息時の安全確認としてのみ有用である。 

経済的損失に関する日本からの報告は見あたらない。米国 Denver で起こった食品を介し

た集団感染事例（A型肝炎の患者数43人）での経済的損失額は80万ドルと報告されている。

大半は免疫グロブリンの投与費用であった(2)。 

 

 

5. 現状での対策 

通常の感染には高濃度の HAV を必要とすることと、日本での A 型肝炎発生状況が非常に

少ないことから、現状の対策は、①A 型肝炎には不活化ワクチンが実用化されているので、

食品取り扱い者、飲食店従業員への予防接種、②飲食店従事者、食品取り扱い者への徹底

した衛生管理、③アウトブレイクに対する備えとして、二次感染者を最小限に抑えるための免

疫グロブリンやワクチンの備蓄、の 3 項が重要である。 

現在、日本では殆ど A 型肝炎の感受性者である(11)。高濃度に汚染された食材が輸入され

れば、流行につながる危険は常にあることを認識したい。食材の流通機構を平素から把握し

ておくことも重要である。 

日本周辺のアジア諸国は A 型肝炎の蔓延している地域であり、日本人旅行者も少なくない。

現地での水や貝類を生あるいは加熱不十分で摂飲食して感染する危険があることを広く知ら

せることや、渡航前の予防接種を励行することが海外でのA型肝炎感染者を減少させるのに

有効な方法である。 

 

 

6. その他 

1） リスク評価を行う内容として想定される事項 

○ 二枚貝を介した A 型肝炎の被害実態の推定 

○ 以下の対策の効果の推定 

・ 飲食店や消費者への啓発による十分な加熱調理の徹底 

 

2） 不足しているデータ 

○ サーベイランスによる患者情報の不足 
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食品健康影響評価のためのリスクプロファイル：豚肉中の E 型肝炎ウイルス 

 

 

 

1. 問題となる病原微生物・媒介食品の組み合わせについて 

（1） 対象病原微生物 

E 型肝炎ウイルス（以後、HEV と省略） 

 

（2） この病原微生物が原因とされる感染症もしくは食品衛生上の問題点（食中毒など）に

関与する食品または加工食品と、その生産流通も含めた摂取環境や摂取状態につ

いての概略 

E型肝炎は、HEVの感染によって引き起こされる急性肝炎（稀に劇症肝炎）である。

B 型肝炎や C 型肝炎と異なり、慢性化することはない。HEV は通常、経口感染である

が、感染初期にウイルス血症をおこしている患者さん（あるいは不顕性感染者）の血

液を介して感染することがある。E 型急性肝炎は開発途上国に常在し散発的に発生

している疾患で､ ときとして汚染された飲料水などを介し大規模な流行を引き起こす

場合もある。一方、先進国においては、開発途上国への旅行者の感染事例が多かっ

たことから専ら「輸入感染症」として認識されて来たが、近年、渡航歴のない「国内発

症例」も散見されるようになり、しかも、そのような例から採取された HEV 株は、それ

ぞれの地域に特有の「土着株」であることが明らかになって来た。自然界における感

染のサイクルは未だ不明であるが、わが国でもイノシシ、シカ、ブタなどの動物からも

ヒトの HEV に酷似するウイルスが検出されていることから､ 本疾患を人獣共通感染

症の観点から捉える必要性が強く指摘されるようになってきた。イノシシ肉とシカ肉で

はヒトへの感染も報告されている。 

 

 

2. 公衆衛生上の問題点について 

（1） 当該病原微生物の、公衆衛生上に大きな影響を及ぼし得る重要な特性（病原性、温

度抵抗性、薬剤抵抗性など） 

ヘペウイルス科に属する HEV は、発展途上国の非 A 非 B 肝炎の主要な原因病原

体として大きな割合を占めている1。HEV は人体に経口的に摂取されることにより初め

て感染を引き起こすことが知られているが、増殖の開始部位や肝炎発症のメカニズ

ムは明らかでない。また、感染発症に要するウイルス量も明確ではない。ウイルスが

媒介食品中で増殖しないことから、流通過程の条件のほとんどは問題とならないが、

豚肉の場合は生産から消費に至る全段階における交差汚染への考慮を必要とする。

イノシシとシカは専ら駆除を目的とした狩猟で得られるものを、小人数で消費する場

合が多く、多方面に汚染が拡大する可能性は少ない。また、HEV が増殖可能な培養

方法が確立されていないため、加熱時の時間・温度、酸性度（pＨ3 で安定）など調理・

加工によるウイルスの不活化に関した入手可能なデータが少ないことが、食品衛生

上の対策案を考慮する上で問題となり得る。 

 

（2） 引き起こされる疾病の特徴： 

○ 感受性人口（疾病に罹る可能性のある人々） 
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HEV 感染によって、患者の血中には高力価の中和抗体が誘導される2。この抗

体は長時間持続して感染防御に役立つと考えられ、HEV 感染には液性免疫が有

効である。腸管の IgA 抗体も感染防御には重要であると考えられるが、明確な研

究結果はない。1993 年の健常日本人の血清を用いた血清疫学から、約 5％が血

清 IgG 抗体陽性であることが示されている。しかし、この時点で 30 歳以下の大部

分はIgG抗体陰性であったことから、現在の40歳以下はこのウイルスに対して感

受性であるといえる。一般的なウイルス感染症と同様、高齢者と免疫低下してい

る者がより感染と重篤症状を呈するリスクが高いと考えられる。 

 

○ 人における年間罹患率と年齢、性別、地域、季節間における、そのばらつきと違

い 

患者発生動向調査によれば、1999 年４月以降に E 型肝炎と報告され、HEV 感

染が確認された患者は、1999 年無し、2000 年 3 例、2001 年無し、2002 年 16 例、

2003 年 30 例、2004 年 37 例、2005 年 32 例、計 118 例で、国内での感染が推定

される患者の報告が 2002 年以降急増している。一方、国外で感染したと推定さ

れる患者の報告も 2003 年以降増加している。報告数の増加は、最近、RT-PCR

法による HEV 遺伝子検出および ELISA 法による IgM 抗体検出での確定診断が

可能となったことを反映していると考えられる。季節性は明らかでない。診断まで

に要した日数をみると、初診から 10 日以内に４分の１、19 日以内に 2 分の１、28

日以内に 4 分の 3 の患者が診断されており、多くの日数を要している。 

男性 101 例（国内例 71 例、国外例 28 例、不明２例）、女性 17 例（国内 15 例、

国外２例）と、国内例、国外例とも圧倒的に男性が多い。国内例は男性が 50 代後

半、女性は 60 代後半をピークに、ともに中高年が多いのに対し、国外例は 20 代

～30 代前半が多い。 

 

○ 病原微生物への暴露による臨床症状、および重症度 

HEV 感染では不顕性感染が多いとされている。肝炎を発症した場合の臨床症

状はＡ型肝炎に類似し、高率に黄疸を伴う。平均 6 週間の潜伏期の後に（稀に数

日の倦怠感、 食欲不振等の症状が先行することがある）、発熱、悪心・腹痛等の

消化器症状、肝腫大、肝機能の悪化（トランスアミナーゼ上昇・黄疸）が出現し、

大半の症例では安静臥床により治癒するが、稀に劇症化するケースもある。Ｅ型

肝炎の特徴としては、妊婦で、特に妊娠第三期に感染した場合、致死率が 20％

に達するとの報告があることである。また、大流行でも散発例の場合でも罹患率

が青年と大人では高く、 小児では低い（Ａ型肝炎は通常小児の間で流行する）。 

 

○ 致死率 

2004 年 5 月 22 日から 9 月 17 日の間に、スーダンでＥ型肝炎が発生し、患者

6,861 名と死亡患者 87 名（致死率 1.3％）が報告されている。チャドでは、2004 年

6 月 26 日から 9 月 12 日の間に、 スーダン難民キャンプ並びに近隣の複数の村

でＥ型肝炎患者1,442 名と死亡患者46 名（致死率3.2％）が報告された。A 型肝炎

の死亡率が 0.2％であるのに対し、E 型肝炎のそれは 1％であるとされる3。 

 

○ 長期後遺症の性状と発生頻度 
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E 型肝炎は一過性の感染で、B 型肝炎や C 型肝炎のようにキャリア化するこ

とはない。 

 

○ 確立した治療方法およびその実用性 

E型肝炎の治療方法は、現在のところ急性期の対症療法しかない。劇症化した

場合には、さらに血漿交換、人工肝補助療法、肝移植などの特殊治療が必要と

なる。 

 

○ 年間全症例中の食中毒の割合 

1999 年 4 月～2005 年 8 月に診断された国内例 86 例のうち 16 例はブタの肝

臓など、13 例はイノシシの肝臓、肉など、７例はシカの生肉の喫食が原因とされ

ている。したがって、42％が食品からの感染である。国外例 30 例に関しては、デ

ータがない。 

 

（3） 食中毒の特徴 

○ 食中毒の発生状況（発生動向、年齢差、性別、地域性、広域性、規模、季節） 

国内での感染が推定される患者の報告が 2002 年以降急増している。1999 年

（診断日が 4～12 月）無し、2000 年 3 例、2001 年無し、2002 年 16 例、2003 年 30

例、2004 年 37 例、2005 年（同 1～8 月）32 例（2005 年 9 月 8 日現在報告数）計

118例である。一方、国外で感染したと推定される患者の報告も2003年以降増加

し、年間 10 名程度で推移している。男性 101 例、女性 17 例と、国内例、国外例と

も圧倒的に男性が多い。国内例は男性が 50 代後半、女性は 60 代後半をピーク

に、ともに中高年が多いのに対し、国外例は 20 代～30 代前半が多い。国内の推

定感染地は、2002～2005 年８月までに 30 都道府県から報告されている。北海道

では毎年報告があり、全国の約 3 分の 1 を占めている。国外の主な推定感染地

はアジアで、中国が最も多く、インドがこれに次いで多い。国内、国外を問わず、

季節性はない。 

 

○ 食中毒の原因および疫学 

わが国の飼育ブタのほぼ 100％が HEV に感染していると考えられる4。感染は

一過性で、食肉として出荷される 6 ヶ月齢では抗体を獲得しているため、大部分

の個体はウイルスは陰性となっている。しかしながら、出荷時にも肝臓内にウイ

ルスが残存している場合もある。市販の豚生レバーについて RT-PCR 法により

HEV RNA 検査を実施した結果、363 件中７件（1.9％）から HEV RNA を検出したと

する報告もある5。 

野生イノシシにおいても、地域の差はあるものの、10-50％の個体が IgG 抗体陽

性であり、5-10％の個体の血液、肝臓から HEV RNA が検出される。猪肉からヒト

への感染も証明されている。わが国の野生シカにおいては、抗体をもつ個体は

極めて少数であり、HEV のリザーバーとは考えにくい。しかし、鹿肉からヒトへの

直接伝播が報告されているので監視を継続する必要がある6。 

 

○ 原因食物 

1999 年 4 月～2005 年 8 月に診断された国内例 86 例のうち 16 例はブタの肝
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臓など、13 例はイノシシの肝臓、肉など、７例はシカの生肉の喫食が推定感染経

路と考えられている。 兵庫県では 2003 年 4 月、冷凍生鹿肉を喫食した５家族８

名中４名が発症し、同じ塩基配列をもつ HEV G3 遺伝子が鹿肉残品と患者から検

出されている。福岡県では 2003 年 4 月、野生猪肉を喫食した 11 人中１人が発症

し、ここでも同じ塩基配列をもつ HEV G3 遺伝子が猪肉残品と患者血清から検出

されている。 北海道では2004年10月に劇症肝炎で一人が死亡した。患者ととも

に喫食した家族・親戚グループ 14 名中 3 名、同じ飲食店で喫食した別のグルー

プ 9 名中１名が感染し、食品からの感染が疑われた。１名からは HEV G4 が検出

されたが、原因食品は特定できなかった。三重県では 2005 年 6 月、4 名が発症し、

その 3 名から HEV G3 遺伝子が検出された。加熱不十分の生肉の喫食が原因と

推定されたが、共通の感染源を特定することはできなかった。 

 

○ 発生頻度と特性 

年間の報告された食中毒の総件数は「食中毒の発生状況」で述べた。食中毒

の影響人口からの区分を見ると、少人数のグループが食中毒の発生母体となっ

ている事が多い。施設別では、豚レバーは焼肉レストラン等の飲食店で生じてい

る。鹿肉や猪肉は市販のものではなく、狩猟で獲ったものや、猟師から分与され

たものであることから、家族内、縁者内の感染に留まる場合が多い。 

 

○ 疾病罹患による喪失労働日（disability adjusted life year: DALY）その他 

国内からの報告はない。海外の報告例もない。 

 

 

3. 食品の生産、製造、流通、消費におけるリスクマネジメントに関与し影響を与えうる要因 

レバー以外の豚肉（内蔵を含む）の E 型肝炎ウイルスによる汚染実態等は明らかにさ

れていない。フードチェーンの各段階で、汚染原因となり得ると推測される点について以

下に示す。 

 

（1） 生産場 

肥育農場内での糞便を介したブタ間での感染 

 

（2） 出荷時 

出荷時の糞便を介したブタ間での感染 

 

（3） と畜・解体時 

と畜・解体時の交差汚染 

 

（4） 食肉加工・流通・販売時 

食肉加工・流通・販売時の交差汚染 

 

（5） 消費 

○ 十分な加熱温度・時間の不足 

○ 生のままでの喫食 
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∗ 既存のリスクマネジメントの効果の範囲と有効性について 

現在の食肉の品質管理は食品衛生法に基づき、大腸菌数、腸内細菌群数

によって管理されている。最近の HEV 感染の増加に対して、独自の基準と品

質管理のガイドラインを作り、出荷前のサンプリングでRT-PCR法にて陽性と

なった時には出荷を見合すなどの方法が考えられるが、実行される状況にな

い。サンプリングの代表性、妥当性および出荷見合わせの有効性も確認され

ていない。また、厚生労働科研費による研究班で調査も行っているが、地域、

個体によりウイルス汚染は多様でありどの地点を選ぶのか、個数を幾つに

するべきかの検討が必要である。 

 

∗ 食品の生産と加工に関する教育プログラム 

厚生労働省は、Ｅ型肝炎に関する Q&A をインターネット上で公開し、国民

への啓発、不安解消に努めている7。 

 

 

4. その他のリスクプロファイル項目 

 

（1） 当該病原体における食中毒の新規発生数の地域差： 

わが国ではＥ型肝炎は、1999年4月から感染症法に基づく感染症発生動向調査に

おいて全数把握の4類感染症「急性ウイルス性肝炎」として全医師に診断後7日以内

の届出が義務付けられた。その後 2003 年 11 月の同法改正に伴い、「Ｅ型肝炎」とし

て独立した４類感染症となり、診断後直ちに届出が必要となっている。2002～2005 年

8月までに30都道府県から報告されている。北海道では毎年報告があり、全国の約3

分の１を占めている。 

 

（2） 当該食品の輸出入の状況（交易範囲、輸出入量） 

平成 16 年の豚肉の輸入量は、51,289 件、953,765 t であった。主要な輸入国は、ア

メリカ、デンマーク、カナダ、チリ、メキシコであり、全輸入量の 91％を占めている。8 

 

（3） この問題とリスクに関する世論の認知度 

近年のマスコミにより報道された数多くのHEVによる集団発生の事例から、国民は

動物の肉や内臓の生食による感染の危険は周知していると考えられるが、どの程度

の調理により、どの程度感染が回避されるかについての情報は不足している。イノシ

シやシカにおける狩猟後に動物の生肉を食べる習慣は一般的ではなく、指摘された

リスクの大きさは個々人のレベルで明確に理解されていない。市販のブタレバーに関

しては、リスクを過小に評価しているのではないかと考えられる。 

 

（4） Codex に準じたマネジメント・ガイダンスを確立することにより、公衆衛生および経済

上、考え得る影響 

実際のリスクの大きさと関与する因子を明確に示すことにより、国民は取るべき行

動と自己責任の範囲を知ることが出来る。ガイダンスに従って、広報活動を行うことに

より、よりリスクの高い集団に対して、重篤な症状を引き起こす危険回避の手段を与
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えることが出来る。わが国の公衆衛生環境から大流行が起こることは考えにくいが、

感染による死亡の可能性を秘めた疾患であるから、個々人における肝炎による経済

活動の損失を防ぎ、その累積により大きな経済損失を防止するうえで、国民に十分な

情報を提供してゆくことが重要である。 

 

 

5. リスクアセスメントの必要性とリスクアセッサ－への質問提起 

（1） リスクプロファイルに基づき、微生物学的リスクアセスメントがマネージャー側の必要

とする情報の解析を十分に行い、希望する結果・内容の提供用件を満たす手段とし

て適当であるかに対する見解と、計画しているリスクアセスメントによって求めている

結果に対して、現況で想定できる提言および、それが実際の施策にどのように反映し

えるかについての検討 

動物肉の生食と不十分な加熱調理での摂取が、原因食が明らかになっている食中

毒事例のうち大きな割合を占めていることは明らかである。これによるリスクは、現在

までに解っている基礎実験データからは不明な点が多い。野生イノシシの 10 ないし

20 頭に一頭は HEV 遺伝子を持つこと、市販のブタレバーの約 2％からも HEV 遺伝子

が検出される。しかし、実際に感染性粒子を反映しているのか、その程度は不明であ

り、遺伝子コピー数と感染価の比較検討が必要である。これを科学的に評価するた

めには、微生物学的リスクアセスメントは不可欠である。さらに、現在のところ HEV に

よる発生のリスクの大きさは定量的に明確に示されておらず、検出技能の向上によっ

てウイルスが同定報告される様になったこともあり、一般の関心も高まり、新しい基準

の設定の希望が出てきている。微生物学的リスクアセスメントの結果からリスクの大

きさの程度、微生物学的新基準、生肉の取り扱いに関するガイドライン、および患者

数減少のための対策と示唆、提言が期待できる。 

 

（2） リスク評価を行う内容として想定される事項 

○ 豚肉を介した E 型肝炎の被害実態の推定 

・ 真の年間罹患者数 

・ 集団発生における感染経路と原因の内訳が現行のシステムで十分に把握さ

れているかどうかについて 

○ 以下の対策の効果の推定 

・ 飲食店や消費者への啓発による十分な加熱調理の徹底 

・ 狩猟時、出荷時の産物の微生物学的基準の設定 

・ 感染経路の解明と、遮断の方策 

 
6. 現在の入手可能な情報と、不足している知見および情報 

（1） この病原体・媒介食品の組み合わせに対する、既存の国家単位のリスクアセスメント

の存在 

絶対的な情報量の不足により、わが国のみならず、国際的リスクアセスメントの枠

組みに従ったリスクの検討報告もない。 

 

（2） リスクアセスメントを実行することも含め、リスクマネジメント活動を促進するその他の
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関連した科学的知見やデータの存在 

カキおよび養殖の二枚貝に関しては、生産者側とも合意しあえる｢ワッシュ・アウト｣

期間を提示し、公衆のリスクを減少し得ると考えられるが、HEV に関してはデータが

ない。 

 

（3） Codex に準じた、リスクマネジメントのガイダンスを作成するのに役立つ情報源（研究

機関、官製情報、個人研究者など）と科学者 

 
（厚生労働省） 

感染症発生動向調査、病原微生物検出情報 

 

（国立感染症研究所） 

ウイルス第二部：武田直和、李 天成 

感染症情報センター：岡部信彦 

 

（東芝病院） 

研究部：三代俊治 

 

（米国 NIH） 

Robert H. Purcell、Suzannne U. Emerson 

 

（4） リスクマネジメントを行う上で障害となり得る情報の欠如の存在領域 

○ HEV はいまだ培養細胞で増殖することが出来ないので活性の有無を知る手段が

無い。したがって、猪肉、豚レバー 等に含まれる HEV の濃度もしくは分離頻度に

ついての定量的情報量が不足している。 

 

○ 確立した、高感度の定量的ウイルス同定システムがない。RT-PCR はすべての

RNA を検出する為に、不活化ウイルス由来の RNA をも含めて検出してしまう。 

 

○ 集団発生の際の原因食材のトレースバックのシステムが不完全である。バッチ、

ロットの記載が義務化されていない、収穫時期の記載義務が不十分である。 

 

○ 臨床症状の発生に必要なウイルス量が不明である。このウイルスに関する容量

反応カーブがほとんど存在しない 

 

○ 加熱調理、調理手法、消毒などの HEV に対する効果の情報が不足している。 

 

○ 確立した市販の迅速診断薬が存在しない。遺伝子検出ができる施設も限定され

ている。 

 

○ サーベイランスからの患者情報の不足。 
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